
議第 ２ 号 

 

令和４年度 近江八幡市一般会計補正予算（第８号） 

   

令和４年度近江八幡市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 109,180 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 46,216,116千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び廃止は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和 ５ 年 ２ 月 １６ 日提出 

         

         近江八幡市長 小 西  理 
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　第３表　地方債補正

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法

（単位：千円）

限　度　額 起債の方法 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

社会体育施設整備事業 121,200 86,200

26,000

消 防 ・ 防 災 施 設
整 備 事 業

4,800 4,700

臨 時 財 政 対 策 債 550,000

下水道事業会計繰出金
（公共下水道事業）

34,000

急傾斜地崩壊対策事業 19,500 4,500

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前
に同じ

土 地 改 良 事 業 104,100

証書借入
又は

証券発行

５．０％
以内

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率）

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
る。銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
による。
　ただし、
市財政の都
合により、
据置期間お
よび償還期
限を短縮
し、若しく
は繰上償還
又は低利に
借換えする
ことができ
る。

1,900

412,059

２　変　更

起　債　の　目　的
補 正 前 補 正 後

利　　率 償還の方法

１　追　加

利　　率 償 還 の 方 法

小学校施設整備事業 76,700

証書借入
又は

証券発行

　　５．０％以内

（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金については、その融資条件による。
銀行その他の場合には、その債権者と協定する
ものによる。
　ただし、市財政の都合により、据置期間およ
び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低
利に借換えすることができる。

中学校施設整備事業 34,800



（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 備　　　　　　　　　考

240,500

３　廃　止

安 土 町 総 合 支 所 庁 舎
整 備 事 業

37,900

認 定 こ ど も 園 ・ 保 育 所
施 設 整 備 事 業

25,700

国 庫 補 助
市 道 改 良 事 業

国 庫 補 助
市 道 長 寿 命 化 事 業

民 間 心 身 障 害 児 者
社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業

36,500

津 田 干 拓 果 樹 団 地
整 備 事 業

24,700

131,900

10,800

安 土 文 芸 の 郷 公 園
施 設 長 寿 命 化 整 備 事 業

文 化 会 館 整 備 事 業

観 光 地 域 振 興 無 電 柱 化
推 進 事 業

9,000

108,100



提案理由 

  総務費において、職員給与費（一般管理費）で退職者に対する職員手当、基金

費で積立金を追加する。民生費において、障がい福祉サービス等給付事業で扶助

費を追加し、民間保育所及び認定こども園等運営補助事業で負担金補助及び交付

金、福祉医療費助成事業（県）及び生活保護事業等で扶助費を減額する。衛生費

において、感染症予防対策事業で物件費等、地球温暖化対策事業で負担金補助及

び交付金等を減額する。農林水産業費において、担い手育成支援事業で国の補正

予算活用に伴い負担金補助及び交付金を追加し、畜産業振興事業で負担金補助及

び交付金、土地改良事業で市営土地改良事業に伴う工事請負費等を減額する。土

木費において、国庫補助市道改良事業及び竹町都市公園アクセス道路整備事業で

工事請負費等を減額する。教育費において、小学校運営事業及び中学校運営事業

で国の補正予算活用に伴い物件費、小学校施設整備事業及び中学校施設整備事業

で国の補正予算活用に伴い工事請負費等を追加し、社会体育施設整備事業で工事

請負費等を減額する。公債費において、市債元金償還で繰上償還を実施するため

償還金を追加するとともに、各費目において、職員給与費及び物件費等を精査し

補正する。 

これらの財源については、市税、法人事業税交付金、地方特例交付金、地方交

付税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、国庫支出金、県支出金、財産収入、

寄附金及び諸収入、並びに繰入金及び市債で財源調整し充当する。 


	議案書：一般会計（補正８号）
	第１表：歳入歳出予算補正
	第２表：債務負担行為補正
	第３表：地方債補正


